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一　はじめに

二　独占禁止法制の歴史的展開と競争制限的企業集中の規制

１．競争秩序侵害の規制の歴史的展開

２．歴史的展開における法則性

３．競争制限的企業集中の規制の歴史的位相

三　競争制限的企業集中の規制の歴史的位相と法運用の評価

１．総説

２．雪印・クローバー合併事件不問処分

３．八幡・富士合併事件審決から1998年ガイドラインへ

４．結語

独占禁止法上の企業集中規制には、経済力過度集中の防止の観点からの規制

および競争制限的・競争阻害的企業集中の規制という二つの類型のものが含ま

れる。前者は、当該集中によって具体的に一定の取引分野における競争に悪影

響が生じることを要件とすることなく、経済力過度集中となる特定の企業集中

形態それ自体を規制対象とするものであり、独占禁止法制の国際比較の観点か

らは異例の規制類型に属する（独占禁止法９条、11条）。後者の、競争制限的・

競争阻害的企業集中の規制は、株式保有、合併等が一定の取引分野における競

争を実質的に制限することとなる場合および不公正な取引方法によるものであ
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る場合に、当該株式保有等を禁止の対象とする（独占禁止法10条、13条、14条、

15条、15条の２、16条）。

このうち、本稿では、後者の類型を取り上げる。ただし、不公正な取引方法

によるものであることを要件とする規制（競争阻害的企業集中の規制）の場合に

は、不公正な取引方法に係る考え方が適用されることから企業集中規制固有の

問題点は少なく、また実務上の比重も低い。したがって、以下では、一定の取

引分野における競争を実質的に制限することとなる場合に株式保有、合併等を

禁止の対象とする競争制限的企業集中の規制に限定して検討することとする。

競争制限的企業集中の規制については、「独禁法のこの領域の戦後史は、首

尾一貫した運用上のサボタージュによって特徴づけられており、それは70年代

に入ってからも基本的には変化していない１）」という厳しい批判的な見方が

示されたことがある。確かに、競争制限的企業集中の規制に係る現行法の基本

的枠組みが成立した1953年改正以降の展開を概観するならば、主として株式保

有に係る少数の正式な規制事例２）がみられるほかは、法の解釈・運用を明白

に誤ったといわざるを得ない雪印・クローバー合併不問処分や八幡・富士合併

事件審決のような事案が、この領域における展開を特徴づけていた３）。他方

で、前述の批判的な見方が表明されて以降、新しい展開がみられる。第一に、

公正取引委員会が「株式保有、合併等に係る『一定の取引分野における競争を

実質的に制限することとなる場合』の考え方」（1998年）（以下「ガイドライン」

という）を公表し、事実上、八幡・富士合併事件審決における明らかに不当な

解釈からの決別が宣言された。第二に、ガイドラインの公表を契機として、事

前相談に基づく事実上の規制がある程度活発に行われている傾向がみられる。

このように特異な展開を示してきた独占禁止法上の競争制限的企業集中の規

制について、従来の展開を適切に分析評価し、将来のあり方を展望するために

は、独占禁止法制のグローバルな歴史的展開のなかで競争制限的企業集中が規

制対象とされるに至ったことにどのような意義があるのか、という点に立ち返

って検討することが有益であると考えられる。このような検討をとおして、

「首尾一貫した運用上のサボタージュ」に新たな光を当て、競争制限的企業集
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中に対する独占禁止法上の規制について考え方を深めることが、本稿における

考察の課題である。

１．競争秩序侵害の規制の歴史的展開

わが国の独占禁止法において規制対象となる競争秩序侵害の主要な諸類型は、

私的独占、カルテル（不当な取引制限）、不公正な取引方法、（競争秩序を侵害す

る）企業集中、独占的状態の五類型である。これら五類型は、独占的状態の場

合を別にすれば基本的に、わが国における独占禁止法の制定に際して同時に法

律上の存在となった４）。しかし、独占禁止法制のグローバルな歴史的展開を

踏まえるならば、これらは、歴史的に同時に独占禁止法制上の存在となったわ

けではない。むしろ、世界の独占禁止法制の生成と展開をリードしたアメリカ

反トラスト法、そしてこれを継受して制定されたわが国の独占禁止法の展開過

程を概観するならば、独占禁止法制の規制対象となる競争秩序侵害の類型が

徐々に拡大してきた経過を、以下のとおり、看取することができる。

すなわち、1890年、最初のアメリカ反トラスト立法としてシャーマン法が制

定され、わが国独占禁止法における私的独占とカルテルの禁止に相当する規制

を内容とする世界最初の本格的な独禁法制が誕生した。このことをもって、独

占禁止法制のグローバルな歴史的展開の第一期がスタートしたということがで

きよう。

第二の展開は、シャーマン法の制定からおよそ四半世紀後の1914年、クレイ

トン法および連邦取引委員会法が新たにアメリカ反トラスト法の構成要素とな

ったことによってもたらされた。すなわち、これら二つの新立法によって、わ

が国独占禁止法における不公正な取引方法の規制および競争制限的企業集中の

規制に相当する諸規制が、アメリカ反トラスト法の規制対象として追加される

こととなる。

さらに第三の展開を加えるとすれば、アメリカ反トラスト法の基本的な枠組
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みに立脚したわが国最初の独占禁止法が1947年に制定されたことを前提として、

1977年独占禁止法改正により独占的状態に対する規制が導入されたことを指摘

できるように思われる。このことは、わが国独自の展開として、いわゆる純粋

構造規制が導入されたことを意味する。

２．歴史的展開における法則性

以上のような、独占禁止法制における規制対象の拡大の過程には、一定の法

則性ないし論理性がみられる（表を参照）。
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この表では、独占禁止法上の競争秩序侵害の諸類型が「行為の悪性」および

「市場への悪影響」という二つの指標に即して性格づけられている。すなわち、

第一に、私的独占とカルテルは、行為の悪性と市場への悪影響の両方の観点か

ら規制の必要性が肯定される類型であり（このことを表では「○」で示している）、

それ故に、この種の類型をシャーマン法はまず最初に禁止の対象とした。次に、

反トラスト法の第二の展開に際して、不公正な取引方法および競争制限的企業

集中に相当する類型が新たに規制対象とされることとなった。これらは、私的

独占・カルテルの場合のように行為の悪性と市場への悪影響の両方の観点から

規制の必要性が肯定されるのではなく、不公正な取引方法の場合には「市場へ

の悪影響」の指標について、また競争制限的企業集中の場合には「行為の悪性」

の指標について、私的独占・カルテルの場合ほどの重大性が認められないにも

かかわらず（このことを表では「△」で示している）、反トラスト法上の競争秩

序侵害行為として規制対象とされるに至った。これにより、経済社会における

行為の悪性 市場への悪影響

私的独占・カルテル ○ ○

競争制限的企業集中 △ ○

不公正な取引方法 ○ △

独占的状態 × ◎

（不当表示） ◎ ×



変化への対応という意味も含め、反トラスト法による規制の強化が図られたこ

とになる。次の第三段階では、この二つの傾向がそれぞれさらに推し進められ、

「行為の悪性」、「市場への悪影響」のいずれか片方の要素を基本的に構成要件

中に含まない類型（独占的状態、不当表示）に対しても、独占禁止法制による

規制が及ぶこととなった（表の「×」参照）。

表を含む以上の叙述は、独占禁止法上の規制対象となる主要な五類型につい

て、それら諸類型の原型がアメリカ反トラスト法（およびわが国独占禁止法）の

展開のなかでどのように生成してきたかという観点から整理したものである。

したがって、現行独占禁止法上の個々の諸規制が生成時からそれぞれさらに展

開を遂げている点については、留保が必要となる（たとえば私的独占やカルテル

の場合の「行為の悪性」に関して）。しかし、独占禁止法上の個々の諸規制につ

いて、それらの、いわば歴史的位相を確認しておくことは、現行法の理解に一

定の有効な視点を提供するものと考えられる。

３．競争制限的企業集中の規制の歴史的位相

独占禁止法制による競争秩序侵害の規制の歴史的展開とその展開のなかにみ

られる一定の法則性に関する以上の検討から、競争制限的企業集中の規制の歴

史的位相が明らかになる。それは、以下のとおり、私的独占の規制から競争制

限的企業集中の規制へ（そしてさらに独占的状態の規制へ）という規制対象の拡

大の意味について考察することから引き出される。

私的独占の構成要件は、反公益性の点をさしあたり度外視すれば、行為の悪

性を示す要件（「支配」・「排除」）および市場に対する悪影響を示す要件（競争

の実質的制限）から成り立つ。このことは、前述のとおり、カルテル禁止の場

合と同じく、行為の悪性と市場に対する悪影響の両方の観点から規制の必要性

が肯定され、それ故にシャーマン法によって最初に禁止の対象とされたという

私的独占の歴史的位相に基づいている。

競争制限的企業集中の構成要件は、行為形態の要件（株式保有、合併等）お

よび市場に対する悪影響を示す要件（競争の実質的制限）から成り立つ。私的
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独占の場合との違いは、私的独占の行為形態の要件が支配・排除という独占禁

止法上の悪性を示す行為であるのに対して、競争制限的企業集中の場合には、

株式保有、合併等というそれ自体独占禁止法上悪性のない、価値中立的な行為

が要件となっている点にある。

行為形態の要件に係る私的独占と競争制限的企業集中との間のこのような相

違は、アメリカ反トラスト法による規制が、行為の悪性と市場への悪影響の両

方の観点から規制の必要性が肯定される場合のみを規制対象としていた段階か

ら、クレイトン法、連邦取引委員会法の制定によってドラスティックに拡大し

たことと対応している。規制対象の拡大は、すでに述べたように、行為の悪性

と市場に対する悪影響という指標のそれぞれに即して二つの方向への進展とし

て現れる。すなわち、第一に、市場に対する重大な悪影響が具体的に認定され

ない場合にも、いわゆる萌芽理論に基づいて「不公正な競争方法」が禁止され、

第二に、それ自体悪性のない価値中立的な行為であっても、一定の競争制限的

効果をもたらす株式・資産の取得等が規制の対象とされることとなった。

そして、シャーマン法制定からクレイトン法、連邦取引委員会法の制定まで、

およそ四半世紀を要している。本稿の立場からは、この点に留意することとな

る５）。

１．総　説

(1) 独占禁止法上の諸規制の歴史的位相に関する考察を踏まえて、競争制

限的企業集中の規制の位置づけについて検討してみよう。

歴史的観点からみれば、1947年に制定された独占禁止法の実体規定は、二つ

の部分から成り立っていたということができる。第一の部分は、アメリカ反ト

ラスト法の展開を踏まえた私的独占、カルテル、不公正な競争方法および競争

制限的企業集中の禁止であり、第二の部分は、独占禁止法が財閥解体のための

緊急的諸措置と不可分に結びつき同時進行的に制定された戦後占領立法である
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ことに規定された、不当な事業能力の格差の排除や会社の株式保有の原則禁止

のような独占禁止法制としては異例に厳格な諸規制である。

このうち第一の部分にみられるように、わが国の独占禁止法では、すでにそ

の制定時に私的独占、カルテル等の禁止とともに競争制限的企業集中の規制が

実体規定の主要な構成要素となっていた。この状況は、1949年改正および1953

年改正による変化を伴っているとはいえ、基本的に現行法に至るまで維持され

てきている。このように、競争の実質的制限につながる株式保有、合併等の企

業集中の禁止は、独占禁止法の制定時から一貫してその規範内容の一部であっ

た。

法運用に対する評価が、第一義的には独占禁止法の規範的内容に立脚して行

われるべきことは、いうまでもない。たとえば本稿冒頭に示したような、競争

制限的企業集中規制の運用に対する厳しい否定的な評価は、このような立場に

基づく真摯な批判であり、また、そのような批判的な見方に十分な根拠がある

ことも疑いない。

(2) 他方で、法規の規範的内容に即した評価と不可分に関連しながら、こ

れを補完するものとして、独占禁止法上の諸規制の歴史的位相の視点を踏まえ

た見方が可能であり、有益であると思われる。そして、このことは、とりわけ

わが国独占禁止法における競争制限的企業集中の規制について妥当するのでは

ないか。すなわち、歴史的位相の視点を踏まえて考察することをとおして、独

占禁止法における競争制限的企業集中規制が実効性を欠いてきたことについて、

その客観的背景ないし根拠に光を当てることができるものと考えられる。

私的独占およびカルテルが、行為の悪性と市場への悪影響の両方の観点から

規制の必要性が肯定されることから歴史的に最初に反トラスト法の規制対象と

なったのに対し、競争制限的企業集中は、反トラスト法の第二の展開に際して

規制対象に加えられることとなった。そして、このような反トラスト法の展開

は、単に規制対象が量的に拡大したことを意味するだけではなく、反トラスト

法の第一期には規制対象とされていなかった株式・資産の取得等のように、そ

れ自体悪性のない価値中立的な行為ではあっても、一定の競争制限的効果をも
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たらす場合にはそれらを禁止する必要性が新たに認識されるようになったこと

を意味する。

また、競争制限的企業集中の規制の導入に係る類似した経緯は、ドイツ競争

制限防止法の場合にもみられる６）。すなわち、1957年制定法においては、競

争制限的企業集中の規制（禁止）の導入が見送られた。1957年法の制定過程に

おける導入反対論のポイントは、第一に、企業集中規制の導入が国民経済的観

点から歓迎すべき最適企業規模への傾向を阻害する可能性があり、第二に、法

的に非難されるべきは企業集中そのものではなく、むしろ企業集中により生じ

うる経済力濫用であるというものであった。競争制限的企業集中の規制の導入

が実現したのは、競争制限防止法制定から16年後、1973年第二次改正において

である。さらに、ヨーロッパ共同体法の場合にも、ヨーロッパ共同体条約85・

86条（当時）による水平的・垂直的な競争制限的協定等の禁止および市場支配

的地位の濫用の禁止と、競争制限的企業集中規制の導入との間のタイムラグに

ついて、基本的には同様の経緯がみられる。

(3) このようにみてくると、わが国の独占禁止法における競争制限的企業

集中の規制をめぐる歴史的経緯は、むしろ特異なものであるといえよう。アメ

リカ反トラスト法やドイツ競争制限防止法の場合との違いは、わが国の独占禁

止法の場合、行為の悪性と市場への悪影響の両方の要素を要件とする私的独占

等の規制と同時に、（一定の競争制限的効果を要件として株式保有、合併等それ自

体悪性のない価値中立的な行為を規制する）競争制限的企業集中の規制が導入さ

れたことにある。

そして、このことが、わが国独占禁止法における競争制限的企業集中の規制

の特徴的な展開、とりわけ「サボタージュ」であるとも評された実効性の欠如

の背景にあると考えられる。主要な事件を取り上げ、以下検討する。

２．雪印・クローバー合併事件不問処分

(1) 競争制限的企業集中の規制に係る現行法の基本的枠組みが成立した

1953年独占禁止法改正の前後から1960年にかけて、過度経済力集中排除法によ
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って分割された企業の再統合や、財閥解体によって分割された旧財閥系商社の

再統合等の活発な動向がみられる７）。このうち、雪印乳業・クローバー乳業

の合併に係る事件８）は、独占禁止法における競争制限的企業集中規制のあり

方について重要な問題を提起したものであり、今日的にも注目に値する。

両社を合計した乳製品の生産量に占める比率（チーズ75パーセント、バター

57.7パーセント）および北海道内の集乳量に占める比率（76.2パーセント）がき

わめて高いにもかかわらず、公正取引委員会は、本件合併は事情やむを得ない

ものであり、かつ独占の弊害もないとして、審判開始決定を行わないこととし

た。公正取引委員会が公表した本件に関する見解（1958年８月27日）では、こ

のような事件処理の根拠として、乳製品の生産量に占める比率との関連では、

需給状況を考慮すれば両社の合併によって価格の引上げ等が行われるものとは

考えられないこと、北海道内の集乳量に占める比率との関連では、北海道の諸

事情を考慮すれば酪農民に対し乳価の買叩き等が行われるものとは考えられな

いこと、このように、本件合併による独占の弊害は考えられず、また合併後何

等かの形で独占の弊害が起こる場合には現行法によって十分取り締まることが

できることが、指摘されている。

(2) 過度経済力集中排除法によって分割された企業の再統合のテストケー

スであったことを考慮しても、本件合併の不問処分は合併規制の運用のサボタ

ージュであったといわざるを得ない。とりわけ、公正取引委員会が事件処理の

根拠として指摘している点には、決定的な問題点が含まれている。すなわち、

そこでは、競争の実質的制限の要件を充足するか否かが問題となる原料調達

（集乳）の分野および乳製品の製造の分野について、乳価の買叩きや価格の引

上げ等の「独占の弊害」の有無が判断基準とされており、いわゆる原則禁止主

義に立脚して競争制限的企業集中そのものを禁止する独占禁止法15条の趣旨か

ら大きく乖離した考え方が表明されているのである。

このように、競争制限的企業集中そのものを禁止するという立法者意思と、

「独占の弊害」を判断基準とする運用者の考え方の間に、程度の問題を越えて、

考え方の点で決定的な乖離がみられる。本件の事件処理の根拠として示された
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考え方をみる限り、当時の、わが国における現実の独占禁止政策には、一定の

競争制限的効果を要件として合併等それ自体悪性のない価値中立的な行為を規

制する競争制限的企業集中規制を支えるための基盤が欠けていたということに

なる。

３．八幡・富士合併事件審決から1998年ガイドラインへ

(1) 八幡製鉄・富士製鉄合併事件では、雪印・クローバー合併事件にみら

れた弊害規制主義の考え方はすでに克服されており、問題は、審決における

「一定の取引分野における競争を実質的に制限すること」（競争の実質的制限）

の解釈にある。審決は、競争の実質的制限の要件の充足のためには「競争事業

者が自主的な事業活動を行い得ないこととなる」ことが必要となるという解釈

を示し、次に、鉄道用レール分野における日本鋼管の新規参入計画等を踏まえ

て、各分野において「有効な牽制力ある競争者」が出現するという認定を根拠

に競争の実質的制限の要件は充足されないという結論を引き出した。このよう

な審決の判断は、第一に、「競争事業者が自主的な事業活動を行い得ないこと

となる」ことを競争の実質的制限の要件の充足のための必要条件としている点、

第二に、「有効な牽制力ある競争者」の出現から競争の実質的制限の否定の結

論を引き出している点で、競争の実質的制限に要求される競争制限の程度を過

大に解しているものと評価される。

八幡・富士合併事件審決では、独占禁止法15条の枠組みを踏まえた法的判断

が行われており、雪印・クローバー合併事件について前述したような意味にお

ける、立法者意思と公正取引委員会の考え方の間の乖離はみられない。しかし、

そのような枠組みのもとで行われた規制基準（「競争を実質的に制限することと

なる場合」）の解釈は、競争制限的企業集中に対する実効性ある規制を可能と

するものとは到底認められず、独占禁止法15条の趣旨に反して当該合併を事実

上容認するための解釈ではなかったのかという疑問が提起されざるを得ない。

要するに、規制の枠組みに形式的に立脚しているとはいえ、八幡・富士合併事

件審決における規制基準の解釈に示された考え方の実体をみる限り、立法者意
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思に即した競争制限的企業集中の規制は事実上存在しなかったに等しい９）。

(2) 競争の実質的制限に要求される競争制限の程度に係るこのような問題

点は、1998年に至りガイドライン（「株式保有、合併等に係る『一定の取引分野

における競争を実質的に制限することとなる場合』の考え方」）の公表によって事

実上解消したものとみられる。しかし、このことが現実に実効性ある規制に結

びつくか否かは別の問題であり、たとえば日本航空・日本エアシステム事業統

合の規制事例には多くの問題点が指摘されざるを得ないように思われる。

４．結　語

わが国における独占禁止法上の競争制限的企業集中規制の展開は、そのため

の条項が制定時から存在していたとはいえ、とりわけ雪印・クローバー合併事

件、八幡・富士合併事件にそれぞれの仕方で現れているように、規制の実効性

の決定的な欠如を示している。このような正常でない展開を、法律の規範内容

の観点から批判的に取り上げることが必要であることは、疑いない。他方で、

これに加えて、独占禁止法制における競争秩序侵害の規制が段階的に拡張され

てきた歴史的経緯に着眼して検討することをとおして、わが国における競争制

限的企業集中規制の不正常な展開の背景にあるものを把握することが、本稿の

課題であった。検討結果をとりまとめておこう。

①　主要な外国法の展開に係る歴史的な検討は、第一に、独占禁止法制によ

る規制が、行為の悪性と市場への悪影響の両方の要素を含む競争秩序侵害を取

り上げることから始まったこと、第二に、この段階（第一段階）から、それ自

体悪性のない価値中立的な株式保有や合併等の行為が一定の競争制限的効果を

惹起する場合にも規制を加える必要性が認識され、競争制限的企業集中の規制

が導入される段階（第二段階）に至る展開には、相当の時間と経験、そしてと

りわけ競争政策上の考え方の進展を要したことを示している。

②　わが国における競争制限的企業集中規制の従来の展開は、独占禁止法の

規範内容の立場から批判の対象とされるべきものであると同時に、客観的にみ

れば、競争政策が実質的に第一段階を経て第二段階に至る道程として位置づけ
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られる。

本稿の考察は、競争制限的企業集中のあり方を考える場合のひとつの視点を

示したにすぎない。ガイドライン公表後の日本航空・日本エアシステム事業統

合の事例を含めた、さらに総合的な検討は、今後の課題としたい。

１） 本間重紀「私的独占の禁止と企業集中の制限」法律時報49巻11号（1977

年）25頁。なお、この指摘は、競争制限的企業集中の規制に限らず、論文

のテーマのとおり、私的独占の禁止と企業集中の制限の全般についてなさ

れている。

２） 日本楽器事件・公正取引委員会昭和32年１月30日審決（公正取引委員会

審決集８巻51頁）、広島電鉄事件・公正取引委員会昭和48年７月17日審決

（公正取引委員会審決集20巻62頁）。

３） 公正取引委員会編『独占禁止政策50年史（下巻）』（1997年）414頁以下の

「主要な企業結合事例」、別冊商事法務209（新しい合併・株式保有規制の解

説）（1998年）106頁以下の「法第10条～第17条適用事例一覧」参照。

４） 「不公正な取引方法」が1947年法では「不公正な競争方法」として導入さ

れたこと、「独占的状態」の規制の前史が「不当な事業能力の格差」の排除

という形で1947年制定法から1953年改正法に至るまで存在したとも考えら

れること等、留保を要する点もある。

５） 併せて後述三１（2）第三パラグラフ参照。

６） このパラグラフの記述について江口『経済法研究序説』（2000年）140頁

以下、250頁以下参照。

７） たとえば公正取引委員会編『独占禁止政策50年史（上巻）』（1997年）109

頁参照。

８） 公正取引委員会編『独占禁止政策50年史（上巻）』（1997年）110頁。

９） 八幡・富士合併事件に関する当時の内閣総理大臣、通商産業大臣および

経済企画庁長官等の見解に注目すべきであろう（公正取引委員会編『独占

禁止政策50年史（上巻）』〔1997年〕153頁以下参照）。

〔付記〕 本稿は、故本間重紀教授の追悼のために執筆したものである（2002年

９月脱稿）。なお、本稿脱稿後、関連するテーマについて「独占禁止法にお
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ける企業集中規制の現況と課題」厚谷襄児先生古稀記念論集・競争法の現

代的展開（近刊）を執筆した。
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